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流域治水とは



（１）流域治水とは

○ 気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う治水対策、「流域治水」へ転換。
○ 治水計画を「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫域も含めて一つの流域と

して捉え、地域の特性に応じ、①氾濫をできるだけ防ぐ、減らす対策、②被害対象を減少させるための対策、③被害の軽減、早期復旧・
復興のための対策をハード・ソフト一体で多層的に進める。

集水域

流水の貯留
[国・県・市・利水者]
治水ダムの建設・再生、
利水ダム等において貯留水を
事前に放流し洪水調節に活用

[国・県・市]
土地利用と一体となった遊水
機能の向上

持続可能な河道の流下能力の
維持・向上
[国・県・市]
河床掘削、引堤、砂防堰堤、
雨水排水施設等の整備

氾濫水を減らす
[国・県]
「粘り強い堤防」を目指した
堤防強化等

雨水貯留機能の拡大
[県・市、企業、住民]
雨水貯留浸透施設の整備、
ため池等の治水利用

浸水範囲を減らす
[国・県・市]
二線堤の整備、
自然堤防の保全

リスクの低いエリアへ誘導／
住まい方の工夫

[県・市、企業、住民]
土地利用規制、誘導、移転促進、
不動産取引時の水害リスク情報提供、
金融による誘導の検討

河川区域

県 ：都道府県
市 ：市町村
[ ]：想定される対策実施主体

氾濫域 氾濫域土地のリスク情報の充実
[国・県]
水害リスク情報の空白地帯解消、
多段型水害リスク情報を発信

避難体制を強化する
[国・県・市]
長期予測の技術開発、
リアルタイム浸水・決壊把握

経済被害の最小化
[企業、住民]
工場や建築物の浸水対策、
BCPの策定

住まい方の工夫
[企業、住民]
不動産取引時の水害リスク情報
提供、金融商品を通じた浸水対
策の促進

被災自治体の支援体制充実
[国・企業]
官民連携によるTEC-FORCEの
体制強化

氾濫水を早く排除する
[国・県・市等]
排水門等の整備、排水強化

②被害対象を減少させるための対策①氾濫をできるだけ防ぐ
・減らすための対策

③被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策
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令和２年９月 国・４県・６６市町等から構成される木曽川水系流域治水協議会を設置

令和３年３月 令和２年度 第２回木曽川水系流域治水協議会を開催

令和４年３月 令和３年度 第１回木曽川水系流域治水協議会を開催

・「木曽川水系流域治水プロジェクト」をとりまとめ

・木曽川水系流域治水プロジェクトのフォローアップ
・流域治水×グリーンインフラの追加
・事業効果（国直轄区間）の見える化として、水害リスク情報を追加
・流域治水の具体的な取り組みの追加

※令和３年度 第１回木曽川水系流域治水協議会資料より抜粋（木曽川）

木曽川水系流域治水プロジェクトの推進
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多段階の浸水想定図と水害リスクマップについて



（２）多段階の浸水想定図と水害リスクマップについて
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○これまで水防法に基づき住民等の迅速かつ円滑な避難に資する水害リスク情報として、想定最大規模降雨を対象とした、「洪水浸水想定区域図」
として公表してきたところ。
○上記に加え、土地利用や住まい方の工夫の検討および水災害リスクを踏まえた防災まちづくりの検討など、流域治水の取組を推進することを目的と
して、 『多段階の浸水想定図※1』及び『水害リスクマップ※2』を河川整備の進捗段階ごとに作成。

※1:降雨規模別に作成した浸水想定図のこと。
※2:多段階の浸水想定図における降雨規模ごとの浸水範囲を重ね合わせた地図のこと。

1/100

1/50

1/30

1/10

1/200
又は

1/150

ハザードマップの凡例

※国管理河川からの氾濫

重
ね
合
わ
せ

流域全体が
対象

①多段階の浸水想定図（外水氾濫
※

） ②外水氾濫の水害リスクマップ

水害リスクマップの凡例



河道条件
降雨の年超過確率 浸水深

1/10 1/30 1/50 1/100
1/200

(木曽川のみ)
浸水あり 50cm以上 3m以上

現況
（令和2年度末時点）

公表済
(令和4年9月30日)

公表済
(令和4年9月30日)

公表済
(令和4年9月30日)

公表済
(令和4年9月30日)

公表済
(令和4年9月30日)

公表済
(令和4年9月30日)

公表済
(令和4年9月30日)

公表済
(令和4年9月30日)

短期整備後
（令和7年度末時点）

公表済
(令和4年9月30日)

公表済
(令和4年9月30日)

公表済
(令和4年9月30日)

公表済
(令和4年9月30日)

公表済
(令和4年9月30日)

公表済
(令和4年9月30日)

公表済
(令和4年9月30日)

公表済
(令和4年9月30日)

中期整備後
（令和12年度末時点）

令和5年度以降 令和5年度以降 令和5年度以降 令和5年度以降 令和5年度以降 令和5年度以降 令和5年度以降 令和5年度以降

中長期整備後
（令和19年度末時点）

令和5年度以降 令和5年度以降 令和5年度以降 令和5年度以降 令和5年度以降 令和5年度以降 令和5年度以降 令和5年度以降

内外水統合版 令和5年度以降 令和5年度以降 令和5年度以降 令和5年度以降 令和5年度以降 令和5年度以降 令和5年度以降 令和5年度以降

（２）多段階の浸水想定図と水害リスクマップについて
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○国管理河川の外水氾濫のみを考慮した、中期（令和１２年度末時点）・中長期（令和１９年度末時点）の多段階の浸水想定図
および水害リスクマップは、令和５年４月以降の公表を予定しています。

【水害リスクマップ】

発生頻度

高 低

※1：毎年、1年間にその規模を超える降雨が発生する確率が1/○○であることをいう。
※2：国管理河川の氾濫（外水氾濫）と都道府県管理河川や下水道等からの氾濫（内水氾濫）を重ね合わせたもの。

※１

※2

【多段階の浸水想定図】



河道掘削

樹木伐採堤防整備

浚渫

洪水調節機能の強化

計算条件等
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○シミュレーション算出の前提となる降雨量の設定は、河川整備基本方針の基本高水検討時の降雨波形を年超過確率規模に
引き伸ばし・押し縮めて作成。
○河道条件は、現況河道（令和２年度末）に令和７、１２、１９年度末時点までの河道整備を反映。

＜降雨設定イメージ＞

＜年超過確率毎の降雨量＞
時間

降雨量
基本高水検討時の降雨波形

時間

降雨量
引き伸ばし

時間

降雨量
押し縮め

＜河道条件イメージ＞

現況河道 整備後河道

1/10 1/30 1/50 1/100 1/200

207mm/2d 241mm/2d 256mm/2d 276mm/2d 295mm/2d

172mm/12h 205mm/12h 221mm/12h 243mm/12h

268mm/2d 329mm/2d 357mm/2d 395mm/2d

年超過確率毎の降雨量

揖斐川流域（今尾上流）

河川名

木曽川流域（犬山上流）

長良川流域（忠節上流）
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気候変動に対応した治水計画への見直しの方向性



（３）気候変動に対応した治水計画への見直しの方向性
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（参考）河川整備基本方針及び河川整備計画において目標としている流量

基準地点
河川整備基本方針[m3/s] 河川整備計画[m3/s]

基本高水 洪水調節 計画高水 （備考） 目標流量 洪水調節 河道整備 （備考）

木曽川 犬山 19,500 6,000 13,500
確率規模

1/200
16,500 4,000 12,500

昭和58年9月
洪水対応

長良川 忠節 8,900 600 8,300
確率規模

1/100
8,100 400 7,700

平成16年10

月洪水対応

揖斐川 万石 6,300 2,400 3,900
確率規模

1/100

4,500 600 3,900
平成14年7月
洪水対応

5,000 1,500 3,500
昭和50年8月
洪水対応

○気候変動の影響による降雨量の増大を踏まえ、木曽川水系においても河川整備基本針
及び河川整備計画の改定を進めていく必要があります。

○なお、流域治水型の河川整備の考え方を反映した河川整備計画の改定にあたっては、
関係自治体、流域住民等の流域全体のあらゆる関係者と協働して取り組む必要があ
るため、関係者と調整しつつ検討を深めていきたいと考えています。
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流域治水の更なる推進について
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(４－１)流域治水プロジェクト～流域治水への転換～ 中部地方整備局管内事例集
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○中部地方整備局内では、流域治水プロジェクトの更なる推進のため、中部地方整備局
管内における取り組み事例集を作成いたしました。
○他水系における事例も掲載しておりますので、是非ご活用ください。
https://www.cbr.mlit.go.jp/ryuiki_chisui/data/zireisyuu_202202.pdf

表紙 ページ抜粋

https://www.cbr.mlit.go.jp/ryuiki_chisui/data/zireisyuu_202202.pdf


(４－２)流域治水施策集 目的とそれぞれの役割 ver1.0 水害対策編
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○国土交通省では、今後の気候変動による水災害リスクの更なる増大が予測されている中で、水害の激甚化・頻発化に対応する
ための「流域治水」の取組について、関係者の協働を促すための「流域治水施策集」を作成しました。
○本施策集では、実施主体別の施策の目的・役割分担・支援制度・推進のポイント等が整理されており、「流域治水協議会」の
事務局を通じて関係者へ共有することで、各々による施策の具体化・実践に役立つことを期待しています。

〈流域治水施策集の特徴〉
①施策の実施主体別の目的・役割分担等がわかるよう一覧で整理
②流域治水の実践において参考となるよう、各施策の概要・推進上の
ポイント等をとりまとめ

流域治水施策の実施主体別の目的・役割分担等の一覧化（目次） 各施策の説明ページの例

流域治水施策集 URL

：https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/sesaku/index.html

https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/sesaku/index.html
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参考

13



水防災協議会の取り組みについて（教育委員会と連携した水防災教育の推進）

「水防災教育」の更なる推進のため、学校教育関係者との協力・連携の強化を図り、学習機会の拡大による防災
意識と知識の向上の普及を目指す。

＜防災教育における基本的な方向性＞
• 防災意識の高い教員（率先活動者）と水害リスクの認知度に課題のある教
員が散在し、顕著な２極化が見受けられるため、水防災意識の向上を図る
必要性がある。

• 率先活動者でも水防災教育の未実施があり、教材が不十分と感じている。
• 認知度に課題がある職員には浸水危険性の周知等による水防災意識の向
上が必要。

46校

1校
6校

0校

19校

67校

校

10校

20校

30校

40校

50校

60校

70校

80校

流域全体の防災意識構造

Phase1 Phase2 Phase3 Phase4 Phase5 率先活動者

N=139
管内の小学校教員の防災意識構造

【方針２】浸水危険性の周知等によるボトムアップ

【方針１】率先避難者への支援
（教材の充実化等）

【災害・避難カードの作成】
・ハザードマップで浸水リスクを知る
・災害・避難カード（マイ・タイムライン）について
小学校・中学校向けの教材を作成。
・作成時にヒントシートで理解度を深める。

＜教育委員会との連携＞

＜作成教材を使った授業の実践＞

Phase1）リスクの存在を知る ２）リスクの存在を気づく ３）リスクを深く理解する ４）対処方法を理解する ５）対処行動を実行する

Phase1を減らす取組み

災害・避難カード（小学校用）

＜わかりやすい水防災教材の充実＞
【ポータルサイトの充実】
・事務所ホームページの「防災教育
ポータルサイト」の充実
・広報による普及促進

新学習指導要領（平成29年3月公示）

項目

学校、家庭及び地域の生活に関する内容
●通学路にある危険（マンホー
ル、用水路、崖）

地域に関わる活動
●通学路にある危険（マンホー
ル、用水路、崖）

小学校
3年

社会科 身近な地域や地区町村の様子
●地形
●航空写真
●まちの変遷

自然災害から人々を守る活動

●堤防
●ハザードマップ
●警戒レベル・避難情報
●過去の水害（写真・慰霊碑）

県内の伝統や文化、
先人の働き
B生命・地球
（4）天気の様子

●雨雲は黒い

B生命・地球
（3）雨水の行方と地面の様子

●流域
●上流で降った雨は下流に流れ
る
●水のしみ込み（土とアスファル
ト）
●アンダーパス
●都市洪水の仕組

社会科
我が国の国土の
自然環境と国民生活

●堤防
●ハザードマップ
●警戒レベル・避難情報
●流域治水

B生命・地球
（3）流れる水の働きと土地の変化

●浸食・運搬・堆積
●家屋倒壊等氾濫想定区域
●過去の水害

B生命・地球
（4）天気の変化

●台風とは
●台風予報の見方
●雨量・風速の見方

社会科 我が国の政治の働き

理科
B生命・地球
（4）土地のつくりと変化

小学校
5～6年

体育科 G保健 ●雨・川の情報

小学校
3～6年

総合的な
学習の
時間

第2　各学校において
定める目標及び内容

●家屋倒壊等氾濫想定区域
●浸水継続時間

<学級活動>
（2）日常の生活や学習への適応と事故の成
長及び健康安全

●マイ・タイムライン
●雨・川の情報
●警戒レベル・避難情報
●避難方法（立退き避難・屋内安
全確保）
●避難先・避難経路
●通学路にある危険（マンホー
ル、用水路、崖）

<学級活動>
（3）健康安全・体育的行事

●マイ・タイムライン
●雨・川の情報
●警戒レベル・避難情報
●避難方法（立退き避難・屋内安
全確保）
●避難先・避難経路
●通学路にある危険（マンホー
ル、用水路、崖）

小学校
1～6年

道徳 生命の尊さ

動画コンテンツ区分

小学校
1～2年

生活科

ＰＤＦＰＰＴ

小学校
4年

社会科

理科

小学校
5年

理科

小学校
6年

小学校
1～6年

特別活動

単元ごとの
教材リンク集
の追加

水防災教育に
適した動画集

職員による災害・避難カード作成の出前講座

モデル校の教員による
災害・避難カード作成の授業

災害・避難カード作成において
グループワークを行う児童達

作成ヒントシート

木曽上HP防災教育ポータルサイト

江南市教育委員会での職員向け防災講座
（講義状況）

• 浸水深が大きく、浸水継続時間の長
い学校をモデル校として選定し、教
員による試行授業を実施。また、防
災教育の支援要望のある学校で出
前講座を開催。

• 振返りや評価を行い、教材をブラッ
シュアップすることで、教材の普及促
進を図る。

• 教員向け防災講座を開催。また、岐
阜県教育委員会主催の岐阜県防災
教育強化チーム会議に参加し、情報
交換、作成教材等のＰＲを実施。

マイ・タイムライン作成
シート（災害・避難カード）

チラシ等による
広報
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• 小学校で教員用のマニュアルをPR
• 学校のタブレットを活用してバー
チャル映像等を視聴し、水害のおそ
ろしさや避難の重要性を教育。

学校のタブレットを活用して映像を視聴する児童
（弥富市立大藤小学校）



「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画に位置づけられている「排水作業準備計画」を作成し、排水ポ
ンプ車等の効果的運用を図る。

木曽川L3

木曽川L7

木曽川R7

木曽川R2
長良川L2

長良川R4

長良川R3
（揖斐川L4)

揖斐川L3

揖斐川R7

揖斐川R6

揖斐川
R10

揖斐川R5

長良川L2-1
（揖斐川R2-1）

木曽川R4

木曽川
R5

木曽川
R6木曽川R3

（長良川L3）

木曽川L6

木曽川L5揖斐川R9 木曽川L4

長良川L2-2
（揖斐川R2-2）

凡例
：排水ポンプ車30～70台程度を想定

：排水ポンプ車5～10台程度を想定

：排水ポンプ車4台を想定

：自然排水が可能な氾濫ブロック

浸水特性を踏まえた氾濫ブロックごとの排水ポンプ車配置台数（案）

管内市町に位置する氾濫
ブロックの浸水継続時間等
の浸水特性は一様でない
ため、各氾濫ブロックの浸
水特性、排水施設の施設
規模から３グループに分類
したうえで、排水ポンプ車
の必要配置台数を決定。

＜木曽川上流管内における課題＞

木曽川上流管内におけ
る

堤防天端道路（羽島市）

＜排水作業準備計画の目的＞

桑原輪中
排水機場

桑原排水機場

新桑原川排水機場

新桑原川排水機場付近における
3次元モデルの例

＜氾濫ブロックの選定と必要台数の決定＞

• 全国で発生している大規模水害による長期にわたる浸水被害の解消にむけ、
排水ポンプ車等による緊急排水作業の重要性が増している。

• 過去の災害では、排水ポンプ車の配置場所（排水作業現場）や集結場所を決
めるのに時間を要したといった課題も多くあったため、車両の配置場所等を事
前に関係機関と調整することで、迅速な氾濫水の排除行う。

＜排水作業準備計画の作成＞

◆集結場所の選定
◆アクセスルートの選定
◆排水ポンプ車等の配置場所の選定
◆交通規制区間の設定
◆排水作業における障害物の確認

３次元モデルを活用し、排水
ポンプ車の電源ケーブル、
排水ホースの延長等を考慮
したうえで、排水ポンプ車配
置の可否について確認。

＜排水作業準備計画の運用・検証＞

【plan】
排水作業

準備計画の
作成

【Action】
排水作業

準備計画の
見直し

【Check】
課題抽出

【Do】
訓練実施
または
災害対応

平成27年9月関東・東北豪雨
排水ポンプ車５１台投入

平成30年7月豪雨
排水ポンプ車23台投入

排水準備計画図

排水作業訓練・合同ヒアリング
（令和５年１月２４日）

水防災協議会の取り組みについて（排水作業準備計画の作成について）
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